
社会資本総合整備計画（第5回変更）

小 杉 駅 周 辺 地 区 市 街 地 の 活 性 化 ( 第 ２ 期 計 画 ）

令 和 2 年 2 月 12 日

神 奈 川 県 川 崎 市



小杉駅周辺地区市街地の活性化(第２期計画）
平成27年度　～　令和2年度　（6年間） 川崎市

・武蔵小杉駅の乗降者数を450,000人/日（R2）に増加
・総合自治会館の満足度を60％、渋川整備の満足度を55％に増加
・文化交流の機能集積効果として、コンベンションホールの稼働率を2年度までに45％にする。

（H28末） （R2末）

武蔵小杉駅の乗降客数

総合自治会館満足度

渋川整備事業満足度

コンベンションホール稼働率

Ａ　基幹事業

番号 事業 地域 交付 直接 事業内容 事業実施期間（年度） 個別施設計画 備考

種別 種別 対象 間接 （延長・面積等） H27 H28 H29 H30 R1 R2 策定状況

1-A-1 都市再生 一般 川崎市 直接 小杉駅周辺地区都市再生整備計画事業 川崎市 2,348

1-A-2 住宅 一般 川崎市 間接 小杉町3丁目東地区市街地再開発事業 川崎市 5,192

1-A-3 住宅 一般 川崎市 直接 小杉駅周辺地区住宅市街地総合整備事業 川崎市 4,154

1-A-4 住宅 一般 川崎市 間接 川崎市 1,074

合計 12,768

Ｂ　関連社会資本整備事業（該当なし）
事業 地域 交付 直接 個別施設計画 備考
種別 種別 対象 間接 H27 H28 H29 H30 R1 R2 策定状況

合計 0

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考
種別 種別 対象 間接 H27 H28 H29 H30 R1 R2

1-C-1 住宅 一般 川崎市 直接 384
合計 384

番号 備考

1-C-1 小杉町３丁目東地区市街地再開発事業と一体的に実施することで、市民交流及び地域活性化を促進することが期待される。

Ｄ　社会資本整備円滑化地籍整備事業（該当なし）
事業 地域 交付 直接 備考
種別 種別 対象 間接 H27 H28 H29 H30 R1 R2

合計

番号 備考

Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

（参考様式２）社会資本総合整備計画（社会資本整備総合交付金　記載例）
計画の名称
計画の期間 交付対象

広域的な交通利便性が高く、商業・業務、研究開発、文化交流、都市型居住の機能が集積した広域的拠点の形成を図るとともに、周辺環境資源と連携した広がりのある都市空間づくりをめざし、誰もが利用しやすく快適で賑わいのあるまちづくりを推進し
ます。

　　計画の成果目標（定量的指標）

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値
備考

当初現況値 中間目標値 最終目標値

計画の目標

重点配分対象の該当

令和2年1月27日

0% 0% 60%

432,383

番号

番号

川崎市

全体事業費
（百万円）

事業実施期間（年度） 全体事業費
（百万円）（延長・面積等）

小杉町3丁目東地区市街地再開発組合 商業、住宅等　1.1ha

事業者 要素となる事業名 事業内容
市町村名

港湾・地区名

事業者 要素となる事業名
事業内容

市町村名

小杉町3丁目東地区都市・地域再生緊急促進事業

2.9%

費用便益比市町村名

費用便益比

一体的に実施することにより期待される効果

全体事業費
（百万円）

13,416百万円 Ａ 13,032百万円 Ｃ

事業者
要素となる事業名

Ｄ
効果促進事業費の割合

（事業箇所）

384百万円

番号 事業者
要素となる事業名

（事業箇所）

事業内容
市町村名

事業実施期間（年度） 全体事業費
（百万円）（面積等）

一体的に実施することにより期待される効果

人／日 人／日 人／日
- 450,000

0% 0% 45%

コンベンションホール整備事業

33% 33% 55%

交付対象事業

Ｂ全体事業費
合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

川崎市 都市施設等　292ha

小杉町3丁目東地区市街地再開発組合 商業、住宅等　1.1ha

川崎市 関連公共施設整備　43.6ha



交付金の執行状況
（単位：百万円）

R2

※　平成２７年度以降の各年度の決算額を記載。
※　平成３０年度は、決算額が確定でき次第記載。

1,077 926 1,313 1,578

H30

620

H27

権利者等との
調整に不測の
日時を要し、
補償費等に係
る契約が遅れ
たため

- -

0

78.7% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0

未契約繰越＋不用率が10％を超えている
場合その理由

-

936 1,323 1,611

前年度からの繰越額
（d）

944

支払済額
（e）

2,275

翌年度繰越額
（f）

280

-

421 396 536

うち未契約繰越額
（g）

460

944

39 1,101 797 915

362 0

0 421

H28 H29

0

不用額
（h = c+d-e-f）

0

未契約繰越＋不用率
(h = (g+h)/(c+d)）

0.0%

0 0

396 536

交付額
（c=a+b）

1,077

計画別流用
増△減額
（b）

0 10 10 33△ 160

R1

配分額
（a）



（参考図面）市街地整備

小杉駅周辺地区市街地の活性化(第２期計画）

計画の期間 平成27年度　～　令和2年度　（6年間） 川崎市

7,893百万円（うち提案事業分 565百万円）

計画の名称

交付対象

1-A-1

小杉駅周辺地区都市再生整備計画事業
（高次都市施設等）

凡例
基幹事業

関連社会資本整備事業

効果促進事業

元住吉駅

多摩川

1-A-３

小杉駅周辺地区住宅市街地総合整備事業

（関連公共施設整備 43.6ha）

武蔵小杉駅

1-Ｃ-１

コンベンションホール整備事業

1-A-２
小杉町3丁目東地区市街地再開発事業
（商業、住宅等 1.1ha）
1-Ａ-４
小杉町3丁目東地区都市・地域再生緊
急促進事業
（商業、住宅等 1.1ha）

向河原駅







(参考）年次計画

（事業費：百万円）

基幹事業

交付対象 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

事業費

川崎市 2,348 93 411 57 58 214 1,514

小杉町3丁目東地区市街地再開発組合 5,192 724 1,274 669 866 1,457 202

川崎市 4,154 0 148 796 892 884 1,434

小杉町3丁目東地区市街地再開発組合 1,074 0 119 125 416 413 0

計 12,767 817 1,952 1,648 2,233 2,968 3,150

効果促進事業

交付対象 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

事業費

川崎市 384 122 152 110

0

0

0

0

計 384 122 152 110 0 0 0

13,152 939 2,104 1,758 2,233 2,968 3,150

7.1% 23.1% 36.5% 53.5% 76.0% 100.0%累計進捗率　（％）

合計

事業名 事業箇所名 事業主体

コンベンションホール整備事業

小杉駅周辺地区住宅市街地総合整備事業 小杉駅周辺地区

小杉町3丁目東地区都市・地域再生緊急促進事業 小杉町3丁目東地区

小杉町3丁目東地区市街地再開発事業 小杉町3丁目東地区

事業名 事業箇所名 事業主体

小杉駅周辺地区都市再生整備計画事業 小杉駅周辺地区



（単位：百万円）

開始年度 完了年度 うち調査費 うち用地費 うち整備費 うち購入費

コンベンションホール整
備事業

コンベンション施設部分　約3,000㎡
ホール部分　約1,000㎡ 川崎市

Ｈ27 Ｈ29 384 384 施設整備費、内装工事費

交付期間内事業費
事業費の主な使途概要 その他

効果促進事業

事業名 事業概要 事業主体 規模
交付期間内事業期間



効果促進事業（コンベンションホール整備）　概要図



様式（１）-①

都市再生整備計画（第6回変更）

小杉駅
こ す ぎ え き

周辺
しゅうへん

地区
ち く

(第
だ い

3期
き

計画
け い か く

）

神奈川県
か な が わ け ん

　川崎
かわさき

市
し

令和2年12月
事業名 確認

都市構造再編集中支援事業
都市再生整備計画事業
まちなかウォーカブル推進事業



目標及び計画期間 様式（１）-②

市町村名 地区名 面積 292 ha

平成 27 年度　～ 令和 2 年度 平成 27 年度　～ 令和 年度

目標

目標設定の根拠
まちづくりの経緯及び現況

課題

将来ビジョン（中長期）

一体型滞在快適性等向上事業の計画

目標を定量化する指標

単　位 基準年度 目標年度

人／日 平成25年度 令和2年度

％ 平成26年度 令和2年度

％ 平成26年度 令和2年度

％ 平成26年度 令和
レイワ

2年度
ネンド

大目標：広域的な交通利便性が高く、商業・業務、研究開発、文化交流、都市型居住の機能が集積した広域的拠点の形成
目標１：商業・業務、研究開発、文化交流の３つの地域特性を活かしながら機能集積を図りつつ、都市型居住機能を導入する。
目標２：小杉駅周辺の各機能間を結び、かつ地域の環境資源・緑のストックを活かした「安全・安心・快適な回遊空間」と「水と緑のネットワークの形成」を図る。
目標３：都市基盤施設を整備し、土地の高度利用を図りつつ安全・安心・快適な回遊空間をつくる。
目標４：官民連携により、多様な人々が集い、交流する「居心地がよく歩きたくなるまちなか」空間の創出を図る。

都道府県名 神奈川県 川崎市 小杉駅
コスギエキ

周辺
シュウヘン

地区
チク

(第
ダイ

3期
キ

計画
ケイカク

）

計画期間 交付期間 2

・川崎市域のほぼ中央にある当地区は、本市の新総合計画川崎再生フロンティアプランにおいて「広域拠点」と位置づけ、民間活力を活かしたまちづくりに取り組んでいる。
・当地区は、JR南武線と東急東横線・目黒線のターミナル駅で、東京都心及び横浜方面の複数路線へ連絡が可能となっている利便性が高い交通結節機能を有しているものの、駅周辺は老朽化した建物が多く、大規模な民間企業遊休地が散見さ
れ、さらに周辺の幹線道路や駅前基盤は十分に整備されていない状況であった。
・このようななか、平成21年３月に「小杉駅周辺まちづくり推進地域構想」を策定し、「地区計画（再開発促進区）」によるまちづくりを進め、現在、市街地再開発事業、駅周辺の基盤整備、公共公益施設の再編整備を段階的に実施している状況である。
・平成21年度には、横須賀線新駅が開業し、平成25年度には、武蔵小杉駅南口地区西街区市街地開発事業と武蔵小杉駅南口地区東街区市街地再開発事業が完了し、駅周辺への都市機能の集積、駅周辺の賑わい創出、アクセスの利便性が向上
しつつある。
・住民・事業者・行政による協働の取り組みでは、快適性や回遊性向上のための「サイン検討委員会」によるサイン計画整備、再開発エリアの地域コミュニティの醸成や安全安心のまちづくりを主課題とした「ＮＰＯ法人小杉駅周辺エリアマネジメント」
の設立等の実績がある。

広域的な拠点を形成に向けて、商業・業務、研究開発、文化交流等の都市機能が集積しつつあるが、今後とも戦略的に誘導し、段階的にまちづくりを進めていく必要がある。
①都市機能の更なる充実・集積
・広域的な拠点を形成に向けて、商業・居住機能の都市機能は集積しつつあるが、「研究開発」や「文化交流等」の機能はまだ十分に整備が進んでいない状況である。また、新たな入居者が増加する中で、より一層、地域コミュニティの活性化や子育
て支援を進めていくことが必要である。
②拠点相互の連携強化、環境配慮・持続可能なまちづくりの実現
・地区内には、二ヶ領用水、渋川等があり、これらの水辺空間の環境や景観を活かした緑と水のまちづくりが望まれている。（緑の基本計画P154より）
・今後は、これら駅周辺での面的整備の効果を最大限に活かし、かつ持続可能なまちづくりの実現に向けて、「拠点相互の連携強化（回遊性の向上、緑のネットワーク化）」や「歩いて暮らせるまちづくり」を進めることが必要である。

川崎市新総合計画川崎再生フロンティアプラン（H１７．３） ：民間活力を活かした魅力ある広域拠点の形成

川崎市緑の基本計画（H２０．３）　：多様な緑が市民をつなぐ　地球環境都市かわさきへ

区別方針（中原区）　　○緑のストックを活かした緑と水のネットワークの形成

かわさき産業振興プラン（H１７．３）：イノベーションの振興による地域経済の活性化と、環境産業、福祉産業、生活文化産業、高度ものづくり産業などの振興、さらに、その基盤に立った国際的な交流と貢献等

川崎市都市計画マスタープラン小杉駅周辺まちづくり推進地域構想（H２１．３）：「交流」と「にぎわい」があふれるヒューマンなまちづくりをコンセプトに以下を基本方針としている。
①特色ある拠点相互の連携による魅力あふれる広域拠点づくり
②小杉地域の特性を活かした持続可能なまちづくり
③周辺環境資源との連携による広がりのある都市空間づくり
④協働のまちづくりをまちづくり

・まちづくり概念図では、武蔵小杉駅周辺を「にぎわい・交流」、元住吉駅周辺を「地域生活核」とし、この２つを結ぶ渋川を「水と緑の回廊」に位置づけている。

指　　標 定　　義 目標と指標及び目標値の関連性 従前値 目標値

滞在快適性等向上区域の考え方
ＪＲ線・東急線武蔵小杉駅を中心に、その周辺約1ｋｍ圏内を目安とした都市再生整備計画の全域を滞在快適性等向上区域に設定し、地区全体が、歩いて暮らせるコンパクトなまちづくりを推進していくため、公共空間と民有地のオープンスペース化
を進め、官民一体となった交流・滞在空間の創出により、居心地がよく歩きたくなるまちなかの形成を図る。

滞在快適性等向上区域での取組
東急武蔵小杉駅及びこれに隣接するこすぎコアパークにおいて、駅高架下と公園間の分断解消及び舗装整備により、歩行者空間を創出し、駅周辺の回遊性の向上を図る「一体型快適性等向上事業」を実施する。

総合自治会館満足度 総合自治会館施設満足度
地域の活性化の度合いを総合自治会館の施設満足度で評価す
る。

0% 60%

武蔵小杉駅の乗降客数 武蔵小杉駅の駅乗降客数
土地の適正な高度利用の効果であるまちのにぎわいの向上度合
いを、駅乗降客数の増加で評価する（来街者把握の観点から乗
換えを含む実数を採用）

432,383 450,000

渋川整備事業満足度 渋川整備事業に対する満足度 渋川に対する指標として、歩行者の満足度で評価する。 33% 55%

コンベンションホール稼働率 コンベンションホールの1年間の稼働率
研究開発事業の推進指標として、使われるコンベンションホール
の稼働率で評価する。

0% 45%



整備方針等 様式（１）-③

計画区域の整備方針

その他

（居心地がよく歩きたくなる空間づくり）
 ・都市公園も含めたエリアの一体的な快適性の創出

方針に合致する主要な事業
（機能拠点の強化）
・「広域調和・地域連携型」のまちづくりとして、広域的視点を踏まえた各拠点の魅力の創出をめざす広域調和型のまちづくりと、市内各地域の自立と連
携をめざす地域連携型のまちづくりをバランスよく進める。
・広域的な拠点を形成するにあたり、当地区内の各エリアの特性を踏まえ、商業・業務、研究開発、文化交流等の都市機能を戦略的に誘導、段階的にま
ちづくりを進める。
・公共公益施設の再編整備においては、民間活力を活かしながら効率的な機能集積を図る。
・ものづくり産業等が集積する地域特性を活かし、産業振興、地域の活性化を図るため、産学公民が交流する場を形成する。

基幹事業
○高次都市施設　総合自治会館

提案事業
○事業活用調査　都市再生整備計画事業効果検証調査

関連事業
○市街地再開発事業　　小杉町３丁目東地区
○住宅市街地総合整備事業（小杉駅周辺地区）
○市街地再開発事業（効果促進事業）　　コンベンションホール整備
○こども文化センター整備
〇こすぎコアパーク及び東急武蔵小杉駅周辺再整備事業

（都市基盤施設の整備による安全・安心・快適回遊空間の形成）
・都市計画道路の整備や交差点改良、市街地再開発事業による公共施設整備、民間活力を活力を活かした開発計画における道路整備等により、都市
基盤施設の整備を集中的に行う。
・道路、公園等と併せ、民間開発における歩道状空地や広場等を連携させながら安全・安心・快適な回遊空間を実現する。
・新たな都市基盤施設整備と将来の地域特性を見据え、まちづくり活動と連動しながらサイン計画や景観に配慮し、市民が交流できる拠点地区としての
快適性や回遊性を高める。

基幹事業
○高次都市施設　総合自治会館

提案事業
○地域創造支援事業　 渋川整備事業

関連事業
○道路事業　　　　　　　 国道４０９号道路改良事業
○市街地再開発事業　　小杉町３丁目東地区
○住宅市街地総合整備事業（小杉駅周辺地区）
○街路事業　　東京丸子横浜線（市ノ坪工区）
○街路事業　　丸子中山茅ヶ崎線（小杉御殿工区）
○こども文化センター整備

（水と緑のネットワークの形成）
・水と緑のネットワークを形成するため、渋川沿いの桜並木を活かし、かつ環境に配慮した多自然型護岸の整備を行う。

提案事業
○地域創造支援事業　 渋川整備事業

関連事業
○市街地再開発事業　　小杉町３丁目東地区
○住宅市街地総合整備事業（小杉駅周辺地区）
○道路事業　　　　　　　 国道４０９号道路改良事業
○街路事業　　東京丸子横浜線（市ノ坪工区）
○街路事業　　丸子中山茅ヶ崎線（小杉御殿工区）

【協定制度等】一体型滞在快適性等向上事業

【地区計画による規制誘導】
　民間活力を活かしながら広域拠点としてのまちづくりを進めるため、引き続き複数の地区で地区計画制度を活用しながら計画誘導を行っていく。

【継続的なまちづくりの活動】
　住民主体の「自転車と共生するまちづくり委員会」や、専門家・事業者・地元組織・行政による「小杉駅周辺地区まちづくり戦略会議」の実績を活かし、継続的なまちづくり活動を推進する。



目標を達成するために必要な交付対象事業等に関する事項（都市再生整備計画事業） 様式（１）-④-２

（金額の単位は百万円）
基幹事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象 費用便益比
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費 Ｂ／Ｃ

道路

道路

道路

道路

公園

古都保存・緑地保全等事業

河川

下水道

駐車場有効利用システム

地域生活基盤施設

高質空間形成施設

高次都市施設地域交流センター 川崎市 直 約1,500㎡ H28 R2 H28 R2 1,994 1,994 1,994 1,994

観光交流センター

まちおこしセンター

子育て世代活動支援センター

複合交通センター

既存建造物活用事業

土地区画整理事業

市街地再開発事業

住宅街区整備事業

バリアフリー環境整備事業

優良建築物等整備事業

住宅市街地総合整備事業

街なみ環境整備事業

住宅地区改良事業等

都心共同住宅供給事業

公営住宅等整備

都市再生住宅等整備

防災街区整備事業

合計 1,994 1,994 1,994 0 1,994 …A

提案事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費

川崎市 直 － Ｈ27 R6 Ｈ27 R2 1,160 343 343 343

川崎市 直 － H27 R2 H27 R2 8 8 8 8

合計 1,168 351 351 0 351 …B

合計(A+B) 2,345
（参考）都市構造再編集中支援事業関連事業

直轄 補助 地方単独 民間単独 開始年度 終了年度

合計 0

（参考）関連事業

直轄 補助 地方単独 民間単独 開始年度 終了年度
組合 国土交通省 約1.1ha ○ Ｈ25 R2 35,070

川崎市 国土交通省 約43.5ha ○ H14 R4 7,972

川崎市 国土交通省 約88ha ○ H13 H31 38

川崎市 国土交通省 L=600ｍ ○ Ｈ15 H31 4,365

川崎市 国土交通省 L=940m ○ H11 H31 13,455

川崎市 国土交通省 L=654ｍ ○ H16 H26 4,183

川崎市 国土交通省 約3,000㎡ ○ Ｈ27 H29 1,140

川崎市 厚生労働省 約500㎡ ○ H29 R2 132

合計 66,355

交付対象事業費 2,345.3 交付限度額 934.9 国費率 0.399

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模
（参考）事業期間 交付期間内事業期間

細項目

地域交流センター

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模
（参考）事業期間 交付期間内事業期間

細項目

地域創造
支援事業

渋川整備事業

事業活用調
査

都市再生整備計画事業効果検証調査

まちづくり活
動推進事業

事業 事業箇所名 事業主体 所管省庁名 規模
（いずれかに○） 事業期間

全体事業費

コンベンションホール整備

（いずれかに○） 事業期間
全体事業費事業 事業箇所名 事業主体 所管省庁名 規模

丸子中山茅ヶ崎線（小杉御殿工区）

子ども文化センター整備事業 子ども文化センター整備

都市再生総合整備事業 小杉駅周辺特定地区

道路事業 国道４０９号道路改良事業

街路事業 東京丸子横浜線（市ノ坪工区）

市街地再開発事業（効果促進事業）

市街地再開発事業 小杉町３丁目東地区

住宅市街地総合整備事業 小杉駅周辺地区

街路事業



目標を達成するために必要な交付対象事業等に関する事項（まちなかウォーカブル推進事業） 様式（１）-④-３

（金額の単位は百万円）
基幹事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象 費用便益比
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費 Ｂ／Ｃ

道路

公園

駐車場有効利用システム

地域生活基盤施設

高質空間形成施設

土地区画整理事業

市街地再開発事業

バリアフリー環境整備促進事業

街なみ環境整備事業

滞在環境整備事業 川崎市 直 - R2 R2 R2 R2 2.4 2.4 2.4 0 2.4

合計 2 2 2 0 2 …A

提案事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費

合計 0 0 0 0 0 …B

合計(A+B) 2
（参考）都市構造再編集中支援事業関連事業

直轄 補助 地方単独 民間単独 開始年度 終了年度

合計 0

（参考）一体型滞在快適性等向上事業

直轄 補助 地方単独 民間単独 開始年度 終了年度
東急株式会社 181㎡ ○ Ｒ２ 未定 101

合計 101

（参考）関連事業

直轄 補助 地方単独 民間単独 開始年度 終了年度
東急株式会社 国土交通省 約1,100㎡ 〇 R2 R2 292

合計 292

交付対象事業費 2.4 交付限度額 1.2 国費率 0.5

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模
（参考）事業期間 交付期間内事業期間

細項目

小杉駅周辺地区

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模
（参考）事業期間 交付期間内事業期間

細項目

地域創造
支援事業

事業活用調
査

まちづくり活
動推進事業

事業 事業箇所名 事業主体 所管省庁名 規模
（いずれかに○） 事業期間

全体事業費

事業 事業箇所名 事業主体 所管省庁名 規模

事業 事業箇所名 事業主体 所管省庁名

（いずれかに○） 事業期間
全体事業費

こすぎコアパーク及び東急武蔵小杉駅周辺再整備事業 こすぎコアパーク及び東急武蔵小杉駅周辺

既存建造物活用事業

全体事業費

こすぎコアパーク及び東急武蔵小杉駅間分断解消及び舗装整備事業 こすぎコアパーク及び東急武蔵小杉駅高架下

規模
（いずれかに○） 事業期間



都市再生整備計画の区域及びまちなかウォーカブル区域 様式（１）-⑥

　小杉駅周辺地区（神奈川県川崎市） 面積 292（292） ha 区域
・小杉御殿町一丁目、二丁目・小杉陣屋町一丁目、二丁目・丸子通一丁目、二丁目・小杉町一丁目、二丁目、三丁目
・新丸子町・新丸子東一丁目、二丁目、三丁目・上丸子・上丸子山王町一丁目、二丁目・下沼部・中丸子・今井南町・市ノ坪
・木月伊勢町・木月住吉町・木月一丁目、二丁目、三丁目、四丁目・西加瀬

※　計画区域が分かるような図面を添付すること。

・都市再生整備計画の区域
小杉駅周辺地区(約２９２.０ｈａ)

・まちなかウォーカブル区域、滞在快適性等向上区域
小杉駅周辺地区(約２９２．０ｈａ)

武蔵小杉駅

中原区役所

向河原駅



武蔵小杉駅の乗降客数 （人/日） 432,383 （　25年度） → 450,000 （　2年度）

総合自治会館満足度 （　　％） 0% （　26年度） → 60% （　2年度）

渋川整備事業満足度 （　　％） 33% （　26年度） → 55% （　2年度）

コンベンションホールの稼働率 （　　％） 0% （　26年度） → 45% （　2年度）

　小杉駅周辺地区（神奈川県川崎市）　整備方針概要図（都市再生整備計画事業）

目標 商業・業務、研究開発、文化交流、居住機能が集積する拠点の形成
代表的な

指標

様式（１）-⑦-２

■基幹事業：高次都市施設

・総合自治会館【小杉町3丁目東地区】

○関連事業

・こども文化センター【小杉町3丁目東地区】
○関連事業：街路事業

東京丸子横浜線○関連事業：市街地再開発事業

・小杉町３丁目東地区市街地再開発事業

○関連事業：市街地再開発事業
（効果促進事業）

・コンベンションホール整備

武蔵小杉駅

向河原駅

○関連事業：住宅市街地総合整備事業

○関連事業：都市再生総合整備事業

○関連事業：道路事業
・国道４０９号道路整備

○関連事業：街路事業

・都市計画道路丸子中山茅ヶ崎線
（小杉御殿工区）

□提案事業：地域創造支援事業

渋川整備事業

□提案事業：事業活用調査

都市再生整備計画事後評価効果検証調査

○社会実験・事業効果分析

基幹事業

提案事業

関連事業

まちなかウォーカブル区域

滞在快適性等向上区域

まちなかウォーカブル

推進事業

凡 例

○関連事業：こすぎコアパーク及び東急武蔵小杉駅周

辺再整備事業（事業主体：東急株式会社）

○関連事業：こすぎコアパーク及び東急武蔵小杉駅間分

断解消及び舗装整備事業（事業主体：東急株式会社）



武蔵小杉駅の乗降客数 （人/日） 432,383 （　25年度） → 450,000 （　2年度）

総合自治会館満足度 （　　％） 0% （　26年度） → 60% （　2年度）

渋川整備事業満足度 （　　％） 33% （　26年度） → 55% （　2年度）

コンベンションホールの稼働率 （　　％） 0% （　26年度） → 45% （　2年度）

　小杉駅周辺地区（神奈川県川崎市）　整備方針概要図（まちなかウォーカブル推進事業）

目標 商業・業務、研究開発、文化交流、居住機能が集積する拠点の形成
代表的な

指標

様式（１）-⑦-２

○基幹事業：高次都市施設

・総合自治会館【小杉町3丁目東地区】

○関連事業

・こども文化センター【小杉町3丁目東地区】 ○関連事業：街路事業

東京丸子横浜線

○関連事業：市街地再開発事業

・小杉町３丁目東地区市街地再開発事業

○関連事業：市街地再開発事業
（効果促進事業）

・コンベンションホール整備

武蔵小杉駅

向河原駅

○関連事業：住宅市街地総合整備事業

○関連事業：都市再生総合整備事業

○関連事業：道路事業
・国道４０９号道路整備

○関連事業：街路事業

・都市計画道路丸子中山茅ヶ崎線
（小杉御殿工区）

□提案事業：地域創造支援事業

渋川整備事業

□提案事業：事業活用調査

都市再生整備計画事後評価効果検証調査

■基幹事業：社会実験・事業効果分析

○関連事業：こすぎコアパーク及び東急武蔵小杉駅周

辺再整備事業（事業主体：東急株式会社）

○関連事業：こすぎコアパーク及び東急武蔵小杉駅間分

断解消及び舗装整備事業（事業主体：東急株式会社）

基幹事業

提案事業

関連事業

まちなかウォーカブル区域

滞在快適性等向上区域

まちなかウォーカブル

推進事業



様式（２）-①

都市再生整備計画の添付書類等

交付対象事業別概要

小杉駅
こすぎえき
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(第
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）



交付限度額算定表（その１） 小杉駅周辺地区　（神奈川県川崎市）様式（２）-③

各事業の交付要綱に掲げる式による交付限度額の合計（X） 百万円 規則第16条第1項に基づく交付限度額（Y) 288,516.0 百万円 本計画における交付限度額 936.1 百万円

規則第16条第１項に基づく限度額算定

Ａｕ ㎡ Ａｐ 100470 ㎡ 住宅施設 0 円

公共施設の上限整備水準 公共施設の現況整備水準 建設予定戸数（戸） 超高層

区域面積（㎡） 整備水準が明らかになっている類似市街地等からの推定 一般

推定現況整備水準(小数第２位まで) 合計 0

推定公共施設面積（㎡） 0 標準整備費（円/戸） 超高層 一般
北海道特別地区 41,310,000 33,500,000

個別公共施設の積み上げ 北海道一般地区 38,190,000 30,990,000

面積（㎡） 割合 特別地区 49,120,000 35,690,000

道路 78,500 0.03 大都市地区 37,170,000 30,180,000

公園 14,570 0 多雪寒冷地区 41,510,000 32,370,000

広場 7,400 0 奄美地区 39,520,000 35,640,000
Ｃｌ 円/㎡ 緑地 - 沖縄地区 30,280,000 30,280,000

単位面積あたりの標準的な用地費 公共施設合計 100,470 0.03 一般地区 33,700,000 28,640,000

標準地点数

公示価格の平均値（円/㎡） Cnを考慮しない場合の交付限度額（Y1) 288516 百万円 市街地再開発事業による施設建築物 0 円

単位面積あたりの標準的な補償費 施設建築物の延べ面積（㎡）

当該区域内の戸数密度（戸/㎡） 標準共同施設整備費（円/㎡） 132,000

標準補償費（円/戸） ∑Ｃｎ 0 円

下水道 0 円 電線共同溝等 0 円

区域面積（㎡） 2,920,000 電線共同溝等延長（ｍ）
Ｃf 円/㎡ うち現況の供用済み区域面積（㎡） 標準整備費（円/ｍ） 680,000

標準整備費（円/㎡） 3,600

人工地盤 0 円
控除額 百万円 0 円 人工地盤の延べ面積（㎡）
まちづくり交付金とは別に国庫補助事業等により整備する施設 上限床面積（㎡） 9,400 標準整備費（円/㎡） 5,300,000

標準整備費（円/㎡） 832,500

協議して額を定める大規模構造物等 0 円

調整池 0 円 大規模構造物等 協議状況 整備費（円）

調整池の容積（ｍ3）

標準整備費（円/ｍ3） 140,000

河川 0 円

河川整備延長（ｍ）

合計 0 標準整備費（円/ｍ） 3,700,000 Ｃｎを考慮した場合の交付限度額（Y2) 288516 百万円

各事業の交付要綱に掲げる式による交付限度額（活用する交付金の欄のみご記載ください。）
＜都市構造再編集中支援事業＞

百万円

＜都市再生整備計画事業＞
934.9 百万円

＜まちなかウォーカブル推進事業＞
1.2 百万円

交付限度額(X1)

交付限度額(X2)

交付限度額(X3)

0

施設名（事業名） 面積（㎡）
国庫補助事業
費等（百万円）

452,500

44,000,000

23,000

0 地域交流センター等の公益施設（建築物）

0.45

その他の地域 0.40

452,500

6

936.1 X≦Yゆえ、

1,314,000

2,920,000

当該区域
の特性に
応じて国
土交通大
臣が定め
る割合

区域の面積が10ha未満の地区 0.50

○ 最近の国勢調査の結果による人口集中地区内



交付限度額算定表（その２）（都市再生整備計画事業） 小杉駅周辺地区　（神奈川県川崎市） 様式（２）-④-２

社会資本整備総合交付金交付要綱に掲げる式による限度額算定（詳細）
※水色のセルに事業費等必要事項を入力して下さい。（百万円単位） 単位：百万円
○交付対象事業費（必ず入力） （百万円） （百万円）

基幹事業合計（A） 1,994.370 A （事業費） １）式で求まる額（4/10*(A+B)） 934.928 ① （国費）
提案事業合計（B） 342.949 B （事業費） ２）式で求まる額（5/9*A） 1,107.983 ② （国費）
合計(A+B) 2,337.319 （事業費） 上記①、②の小さい方 934.928 ③ （国費）
提案事業割合(B/(A+B)) 0.147 国費率（③÷(A+B)） 0.400 ④ （国費率）

○拡充の有無
以下の３つの拡充のうち、いずれかの拡充がある場合は、該当する欄に○を記入し、事業費等を入力。

（選択） ⇒ ３）式で求まる額（5/8*A） 0.000 ⑤ （国費）
（選択） ３)式の適用後（適用がある場合は３式反映） 934.928 ⑥ （国費）
（選択） ３）式適用後の国費率（⑥÷(A+B)） 0.400 ⑦ （国費率）

○拡充がある場合の事業費等
平成２０年度二次補正の執行がある場合及び４）式の適用がある場合は、以下に事業費等を入力。

A' （事業費） ③をA'に置き換えた額（A⇒(A-A')+9/8*A') 934.928 ⑧ （国費）
（国費） 執行額を足した額 934.928 ⑨ （国費）

補正適用後（上記⑧、⑨の小さい方） 934.928 ⑩ （国費）
補正適用後の国費率（⑩÷(A+B)） 0.400 ⑪ （国費率）

F （事業費） 適用前の国費率（⑩÷(A+B)） 0.400 ⑫ （国費率）

0.000 （事業費）

適用対象となる基幹事業合計(A") A" （事業費） 適用対象事業費から求まる限度額 0.000 ⑬ （国費）
適用対象となる提案事業合計(B") B" （事業費） 適用後の国費率（⑬÷(A"+B")） #DIV/0! ⑭ （国費率）
適用対象事業のうち翌年度以降の
執行事業費（H）

H （事業費） ４）式適用後の限度額（⑫×F+⑭×H） #DIV/0! ⑮ （国費）

拡充も考慮した交付限度額 934.928 ⑯ （国費）

○交付限度額、国費率の算出

交付対象事業費(A+B) 2,337.3 （事業費）
社会資本整備総合交付金交付要綱に掲げ
る式による交付限度額（⑯を１万円の位を
切り捨て）

934.9 ⑰ （国費）

国費率 0.400 ⑱ （国費率）

交付対象事業費
⇒

・３）式の適用〔提案事業２割拡充〕
・平成２０年度二次補正予算の執行
・４）式の適用〔都市再生緊急整備地域等の４５％拡充〕

平成２０年度二次補正
の執行がある場合

防災対象事業（A’）

⇒
補正予算の執行額

４）式の適用を受ける
場合

計画の認定等の年度末までの執行
事業費（F）

⇒

適用対象となる交付対象事業費
(A"+B")

※４）式の適用を受ける場合で、経過措置を適用しない場合（H21以降新規地区）
は、Fの欄を記入せず、A"、B"を記入し、A"=A、B"=B、H=A"+B"=A+Bとなる。

⇒



交付限度額算定表（その２）（まちなかウォーカブル推進事業） ○○地区　（○○県○○市） 様式（２）-④-３

社会資本整備総合交付金交付要綱に掲げる式による限度額算定（詳細）
※水色のセルに事業費等必要事項を入力して下さい。（百万円単位） 単位：百万円
○交付対象事業費（必ず入力） （百万円） （百万円）

基幹事業合計（A） 2.400 A （事業費） １）式で求まる額（5/10*(A+B)） 1.200 ① （国費）
提案事業合計（B） 0.000 B （事業費） ２）式で求まる額（5/8*A） 1.500 ② （国費）
合計(A+B) 2.400 （事業費） 上記①、②の小さい方 1.200 ③ （国費）
提案事業割合(B/(A+B)) 0.000 国費率（③÷(A+B)） 0.500 ④ （国費率）

○交付限度額、国費率の算出

交付対象事業費(A+B) 2.4 （事業費）
社会資本整備総合交付金交付要綱に掲げ
る式による交付限度額（⑯を１万円の位を
切り捨て）

1.2 ⑰ （国費）

国費率 0.500 ⑱ （国費率）

交付対象事業費
⇒



年次計画（都市再生整備計画事業） 様式（２）-⑤-２

（事業費：百万円）

基幹事業

交付対象 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業費
道路

公園

古都保存・緑地保全等事業

河川

下水道

駐車場有効利用システム

地域生活基盤施設

高質空間形成施設

高次都市施設 地域交流センター 川崎市 1,994 350 10 1 161 1,472

観光交流センター

まちおこしセンター

子育て世代活動支援センター

複合交通センター

土地区画整理事業

市街地再開発事業

住宅街区整備事業

バリアフリー環境整備促進事業

優良建築物等整備事業

街なみ環境整備事業

住宅地区改良事業等

都心共同住宅供給事業

公営住宅等整備

都市再生住宅等整備

防災街区整備事業

計 1,994.370 0 350 10 1 161 1,472

提案事業

交付対象 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業費
川崎市 343 93 61 47 57 53 32

川崎市 8 8

計 351 93 61 47 57 53 40

合計 2,345 93 411.406 57.15 58.1688 213.96 1511.633

累計進捗率　（％） 4.0% 21.5% 503.8% 26.4% 35.5% 100.0%

交付対象 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業費

0 0 0 0 0 0 0

累計進捗率 （％） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

交付対象 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業費

0 0 0 0 0 0 0

累計進捗率 （％） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

事業 事業箇所名 事業主体
細項目

総合自治会館

既存建造物活用事業

住宅市街地総合整備事業

事業 事業箇所名 事業主体
細項目

地域創造
支援事業

渋川整備事業

事業活用
調査

都市再生整備計画事業効果検証調査

まちづくり活動
推進事業

（参考）都市構造再編集中支援事業関連事業

事業 事業箇所名 事業主体

合計

（参考）関連事業

事業 事業箇所名 事業主体

合計



年次計画（まちなかウォーカブル推進事業） 様式（２）-⑤-３

（事業費：百万円）

基幹事業

交付対象 令和２年度 令和　　年度 令和　　年度 令和　　年度 令和　　年度

事業費
道路

公園

駐車場有効利用システム

地域生活基盤施設

高質空間形成施設

土地区画整理事業

市街地再開発事業

バリアフリー環境整備促進事業

街なみ環境整備事業

滞在環境整備事業 川崎市 2 2

計 2 2 0 0 0 0

提案事業

交付対象 令和　　年度 令和　　年度 令和　　年度 令和　　年度 令和　　年度

事業費

計 0 0 0 0 0 0

合計 2 2 0 0 0 0

累計進捗率　（％） 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

交付対象 令和　　年度 令和　　年度 令和　　年度 令和　　年度 令和　　年度

事業費

0 0 0 0 0 0

累計進捗率 （％） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

交付対象 令和２年度 令和３年度 令和　　年度 令和　　年度 令和　　年度

事業費
東急株式会社 292 292

292 292 0 0 0 0

累計進捗率 （％） 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

事業 事業箇所名 事業主体
細項目

地域創造
支援事業

事業活用
調査

まちづくり活動
推進事業

（参考）都市構造再編集中支援事業関連事業

事業 事業箇所名 事業主体

合計

（参考）関連事業

事業 事業箇所名 事業主体

こすぎコアパーク及び東急武蔵小杉駅周辺再整備事業 こすぎコアパーク及び東急武蔵小杉駅周辺

合計

事業 事業箇所名 事業主体
細項目

既存建造物活用事業

小杉駅周辺地区



高次都市施設

■地域交流センター、観光交流センター、まちおこしセンター、子育て世代活動支援センター、複合交通センター （単位：百万円）

開始年度 完了年度 うち設計費 うち用地費 うち整備費 うち購入費
地域交流センター
（総合自治会館）

川崎市 述べ床面積：1,500㎡
会議室、研修室、多
目的ホール

Ｈ28 R2 1994 11 650 1333 ・商業、業務、都市型住宅を擁する小杉町３丁目東地区
の再開発ビルへ移転。
・地域コミュニティの活性化を目的とした研修会の開催、
調査研究、情報や資料の提供、相談受付等の業務を
行っており、全市的な市民自治活動の進行を促進する拠
点としての役割を担る。

交付期間内事業期間 交付期間内事業費 備考
（施設の内容等）

施設名 事業主体
概要

（床面積、規模等）



高次都市施設　（地域交流センター）

総合自治会館

【４階 公共公益施設】

総合自治会館：1,500㎡



事業活用調査 ・ まちづくり活動推進事業 ・ 地域創造支援事業
（単位：百万円）

開始年度 完了年度 うち調査費 うち用地費 うち整備費 うち購入費
渋川整備事業 小杉駅周辺地区内における渋川について護岸整備を

行い、市民が交流できる拠点地区としての快適性や
回遊性を高める。

川崎市 約600ｍ Ｈ27 R2 343 343 渋川護岸整備工事

事業活用調査
（都市再生整備計画事
業効果検証調査）

本計画に位置付けられている事業について、費用対
効果やアンケート調査等からその事業効果を検証す
る。

川崎市 － R2 R2 8 8 事業効果検証委託

事業費の主な使途概要事業名
交付期間内事業費

事業概要 事業主体 規模
交付期間内事業期間

その他



提案事業　（渋川整備事業）

今回整備範囲

今回整備範囲



滞在環境整備事業 単位：百万円
概要 交付期間内事業費内訳

項目 施設名／調査内容 事業主体 （箇所数、規模等） 交付期間内 備考

事業費 設計費 用地費 施設整備費

滞在環境整備に関す
る調査等（社会実験、
コーディネート等）

南口地区西街区の
道路空間／歩行者
通行量、車両交通
量、使用状況の把握

川崎市

道路空間に関する快
適性等の検証及び公
共空間の活用手法の
検討

2.4 2.4 0 0

合計 － － － 2.4 2.4 0 0



滞在環境整備事業　（社会実験）



一体型滞在快適性等向上事業

一体型滞在快適性等向上事業

1 ●公園と駅の分断解消及び舗装整備による歩
行者空間の創出

R２～ 東急株式会社

2

3

4

事業番号 事業内容 実施期間 実施主体

1
●公園及び公園施設（ベンチ、植栽等）の維持
管理

Ｒ２～ 川崎市

2

関連する市町村実施事業

制度の活用計画

事業番号 事業内容 事業期間 事業主体 事業の詳細

事業の詳細

一体型滞在快適性等向上事業にあわせて、再整備した公園及び公園施設（ベンチ、植栽等）の維持管理
を行う。

●こすぎコアパーク（都市公園）と隣接する東急武蔵小杉駅間の分断解消のため、東急武蔵小杉駅高架
下のフェンス、植栽を撤去、舗装整備し、歩行者空間を創出する。

整備する滞在快適性等向上施設
・土地：歩行者空間



一体型滞在快適性等向上事業

事業番号１

一体型滞在快適性等向上事業

制度を活用して整備・設置する予定の施設等配置を示す地図及び設置イメージ

Ｊ
Ｒ
南
武
線

武
蔵
小
杉
駅

都市再生整備計画の区域

滞在快適性等向上区域

事業番号１



一体型滞在快適性等向上事業

事業番号1

一体型滞在快適性等向上事業
敷地平面図（土地・償却資産）

滞在快適性等向上施設等の面積

※不特定多数の者が利用可能

・歩行空間（概算面積）

＝約１８１㎡

（凡例）

滞在快適性等向上施設等の整備範囲

（不特定多数の者が利用可能）



公園施設設置管理協定に関する事項

公園施設設置管理協定

事業期間 取り組み主体

1
Ｒ２～（20年
間を想定）

東急株式会社

2 Ｒ２～ 東急株式会社

3
Ｒ２～（20年
間を想定）

東急株式会社・川崎市

4

5

取り組み主体による当該都市公園におけるまちづくり活動の実績
事業期間

1 Ｒ１．８～

・川崎市と東急株式会社は、こすぎコアパーク及び隣接する東急武蔵小杉駅の一体的な空間利用により、駅前の日常
的な賑わいや憩いの創出による地域の活性化や交流機能の充実、公園及び周辺地域の回遊性の向上などを図るた
め、令和元年８月に覚書を締結し、こすぎコアパーク及び周辺地域のさらなる魅力向上に向けて連携・協力して取組を
実施。
・こすぎコアパークで開催されるイベントや周辺地域の活性化に向けた広報活動を実施。

制度の活用計画

事業内容 活用する制度の詳細

こすぎコアパークにおける飲食・食物販も可能な休養施設の設置

１．協定締結者　川崎市、東急株式会社

２．滞在快適性等向上公園施設の整備又は管理が必要と認められる区域（公園
施設設置管理協定の想定区域）
　別紙１の赤枠の範囲

３．協定の内容
（１）協定の目的となる滞在快適性等向上公園施設
　　飲食・食物販も可能な休養施設（別紙１、２参照）

（２）一体型滞在快適性等向上事業の実施主体に整備を行わせる特定公園施設
　　ベンチ、植栽等（別紙１、２参照）

（３）都市公園の環境の維持及び向上措置
　上記の滞在快適性等向上公園施設の周辺において、公園機能の維持及び向
上に向けた取組や地域団体と連携したイベントの開催、公園内の美化等の活動
に、東急株式会社と川崎市が連携・協力して取り組む。

特定公園施設（ベンチ、植栽等）の整備

公園機能の維持活動等

事業内容 事業の詳細

こすぎコアパーク及び周辺地域のさらなる魅力向上に向けた取組



公園施設設置管理協定に関する事項
事業番号1,2,3

公園施設設置管理協定
制度を活用して整備・設置する予定の施設等配置を示す地図及び設置イメージ

並 木 ・ 歩 道並 木 ・ 歩 道

滞在快適性等向上公園施設

（飲食・食物販も可能な休養施設）

滞在快適性等向上公園施設

（飲食も可能な休養施設）

特定公園施設

（ベンチ、植栽等）

公園施設設置管理協定の想定区域

特定公園施設

（ベンチ、植栽等）

こすぎコアパーク

別紙１



公園施設設置管理協定に関する事項
事業番号1,2,3
公園施設設置管理協定

制度を活用して整備・設置する施設等のイメージ

公園南側に設置する２階建ての飲食も可能

な休養施設。１、２階にテラス席を設け、開

放的な空間を創出

・構 造：鉄骨造・２階建て

・延床面積：約275㎡
・建築面積：約162㎡
（うち公園敷地内：約81㎡）

公園北側に設置する飲食・食物販も可能な休養施設。公園と調和した

デザインで、公園との一体利用により、日常的な憩いの空間を創出

・構 造：木造・１階建て

・建築面積：約32㎡

特定公園施設（ベンチ、植栽等）

公園内のオープンスペースとの調和を図りなが

ら、日常的な憩いと交流の空間を創出

別紙２






